
射世肌ばい晰jオ  

上記りとの違いは以下の通りせ   

郡生産性汀FPほ鼻串   
・ヱ瑚証ぐ平成21年度〉から董白l綿度（平成路窄まきにかけて、8．紬（通念の促成長の疇期（第†2鳶環から第柑  
滑（1舶雄相月の省から劫∽寧1月の谷まで‖の平均〉程度まで徐々に低下、そ¢後横ばい3   

・ヱ）労■力  

¶全ての性別醐＃溺男触蓼知事が虎元の水準で横ばい。   

③世界脚  

一業賞成長皐  
2∝治年度（平成21年鹿〉年率▲¢j％の後、徐々に上昇し．班11年度（早成23年動以降年睾1j棚で推移℡  

いずれのシナリオにおいても、平成j犯年度第二次補正予算政府稟、串成ヱ1年度予算政府案、平成ヱ1年ま税制   
改正専を反畦昏   

1）沙1時度、試けけ剛腋の■出の濃艶  

ヱ引締鹿挿船籍度ユ及び甜11棒廉澤成田窄ま）については、「基本方針淵」で決発した歳出改兼を踏ま   
え、「基本方針封光昭」別療に示された▲】ヰ3兆円ないし▲汁ヰ兆円繰出削減綿え動こ対応し、以下のよ朝二澄   
渡噂  

【故裁傑簿】  
r基本方針2姉8j別宇曇の考え方に沿つで、陶一地方（館魚経済計算ペース）の削減鎮が2餌締ま（平成1締ま）か   

ら弼‡1年廉く平成23年度〉の5年鮒の糞積で】＿8兆円程度（鎚の一触計ペースで】．1兆円紬となるよう、飽iO年   
度く平成裏年度）及び謝11年度（平成幻年度きにつ小て平均的iニ翻くた矧ハヱ∝愴年度将鹿之1年度タにおける財   
濱確保緒壬分を考慮．）。  

【人件義（公務員〉】  

F基本方針2008J別よの考え；引こ沿って、名目GD印こ応じた邑燃体の濃出様からる年間の脈絡円雛の   
鐘出樹を市う改革後の蛮に刺逢すもよう、矧0年鹿仲成霊年度ほび出目1年ま（尊慮持年度）を均弓削＝縫♯劇  

【公共投資】   
扮▲1▲8兆円鎗出削減の増食  

2抽フ年度（平成l挿脈以降8年閥の平均厳出緋辛が▲き％となる増食の紬】蔓年度も早成之3年度）の姿に到   
達するよう、加l締廉澤成去年虎〉及び却】1年鹿（平癒23等級〉を均等に温静々  

⑧▲l‡．ヰ兆円染出削減の糧食  
訳迫雄鹿（平成l⊆糠射以降3年間の平均歳出翻辛が▲さ‰護り2年間は▲1恥となる壌舎の封＝】年度（平   

成裏年度きの蛮に到達すもよう、謝相澤廉澤感裏年鷹）及び飽】1年度〔率如年度〉を均弓削＝鎚働．  

【その他ま出】   
⑦▲用j兆円象出帆漉の場合  

2倣7年度仁準粛9年度）以恥秘術め黒檀で▲鼠5兆円削減の考え方に対応したと書の節l】年度く平成畏年度）   
の婆に朝逢するよう、加柑年度（率成霊寧度）及びヱ011年度（平成㍊年ま）を均専に遮♯，  

②▲1箋．ヰ兆円鮎削減の鶏舎  
組¢7年度脾成19年ま）以降3年滅ぼ5年憫の黒檀で▲ヰ5兆円削減の考え方に対応したときの平均ま出削減   

率、残鵬年間は同▲き一塊円執漉の考え方に対応したと紬準均象出削減辛となる蠣殻の飽l】年度澗成23年   
度）のi引＝利運するよう、却l¢年度モ平成出年度ほび却11年ま（平成幻輝度）を均増如こ漣欄。  

封即l之年度以降の畿出の惣麓  

借非社食保障紘出名目犠横ばい（名目一定‡   
社食保＃以外の鎗出について、ヱ引2年度（平成銅棒度）以降、望Otl年度く平成2ヨ年度ぅの名巨額で相愛。  

②非社食保障蒙出物礁上昇率亜増加（葉賞”定〉   
社食俣練以外ぬ鎗出について、2¢1ヱ年度r平成封年度）以取消土着物価上昇率で増加中   

き）社食醐能強化  

ぼき観念保持¢機能強化をF率耕プログラム』のエ程娩を踏まえ一定の候文に墓づ書集施   
r社食保障の機能鋸ヒのための追加所業礫」（二社裁保障関民裁縫最終報告電導成呈0年‡1月4即柑贅資料う番線   

衰え一定の仮定に基づき、j斡贅親機取崩¢範滴内で、滴灘韻事考ほげ隋始額ま以耗徐々に公費負撼が増加する  
ことを想定i綿飴初年度における浪費税率引上i働こ伴う増収分のうち1％釧£基礎年金温庫負蛤朝食の之分の1   
への引上げに業する養用に充当することを想定愴】世  

俗纂確率金孤露色絵割合の2分の1への引上帆高齢化の進展に軌噌然に相加する公費農地のみ対応   
基礎年金詭痺魚揺割食の2分劇1への引上帆高齢化の連帯に伴い自然に増加する公費象組のみ対応しノ社   

食傑陣め機能強化めための追加所業鎖」に沿ったモの地の公費急迫増加が行われないと懲食℡   

4）消t楓事引上け  

秒消暮税率を据え生き   

塚ニ′却11年鹿から2¢ほ年度にかけて3％引上げ㈲書の償宜上毎衛度1％ずつの引上げを想定き   

儲却細別削減都15年度にかけてB％引上げ偲＃の礫真上毎年度1％ずつの引上げ養想定き   

④抄Il串度からヱ別7年度にかけてフ鴨引上げ㈲算の礫宜上海年度1％ずつの引上げを蒸発〉   

⑥却lき年度かち沙15年齢こかけて5％引上げ（試算の便宜上割13年まに3鴨、抑ヰ．狸1嬢まに1％ずつの引上げ苦熱定）   

⑥却ほ年度にさ％寄箋上げ   

なお、消費税率を引上げるケースについてほ、満蒙税率引上研こ伴う戴け込み需讃及びその反動が発生するこ   
とを想定（引上げ前年度に税宰1％当たりGOP比0．2％慈度の駆け込み需要を上乗せ、首ほげ年度に岡綴の反動   
分を差し引いている。〉  
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4 我が国の公的年金の役割及び制度体系  

（1）公的年金の意義  

産業構造が変化し、都市化、核家族化が進行している状況下において、従来のように家族  
内の「私的扶養」により高齢となった親の生活を支えることは困難となっていることから、社会  
全体で高齢者を支える「社会的扶養」が必要不可欠となる。公的年金制度は、このような「社  
会的扶養」を基本とした仕組みとなっている。  

少子化、女性の  
社会進出など更  核家族中心  三世代家族中心  

僧盛観  

子分甜専念痴漢切  

甜・腰  

扁顔面が風船鈍軋  
廠厨榊  

の勝抹き盈劇評  

「私的扶養」  
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（2）公的年金制度の役割  

年金は高齢者世帯の所得の約7割を占め、6割の高齢者世帯が年金収入だけで生活してい  
るなど、公的年金制度は我が国の老後の所得保障の主柱であり、国民生活に不可欠の存在  
となっている。   



また、家計消費の2割が年金の地域もあるなど、我が国のマクロ経済に占める位置も大きい。  

割
 
 

役
 
 

③ 地域経済を支える  

一 家計消真の2割が年金の地域も  

（対県民所得比上位7県）  

都道府県名   対県民所   対家計最終消費   

（高齢化率）   得比   支出比   

島根県（27．1％）   15．2％   22．4％   

高知県（25．9％）   15．4％   18．4％   

愛媛県（24．0％）   14．5％   20．8％   

山口県（25．0％）   13．7％   22．7％   

長崎県（23．6％）   14．2％   21．0％   

鳥取県（24．1％）   14．7％   18．1％   

岡山県（22．4％）   13．7％   19．8％   
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（3）公的年金制度の制度体系  

1我が国の公的年金制度においては、現役世代は全て国民年金の被保険者となり、高齢期   
になれば、基礎年金の支給を受けることとなる。  

・民間被用者や公務員は、これに加えて厚生年金（共済年金）に加入し、基礎年金の上乗せ   
として報酬比例年金を受け取ることとなる。  

－ このほか、個人や企業の選択で、企業年金などの私的年金に加入することができる。  

（数値は、注釈のない限り平成19年3月末）  

加入者数  
Z71万人  

H20．3．31  〔慧貢芸〕  
確定拠出年金  

加入者数  
443万人  
H20．3．31  

加入者数  
506万人  
H20．3．31  

確定拠出年金  
（企業型）  

国家公務員共済組合  
【108万人】  

地方公務員共済組合  
〔304万人〕  

私立学校数職員共済  
〔46万人〕   

民間サラリーマン   〕〔公務員等〕  
〔 篭認諾雷〕〔 

自営業者等  

」1′079万人 1  2′123万人  3′836万人  

第2号被保険者等  第1号被保険者   第3号被保険者  

※厚生年金基金、確定給付企業年金、適格退職年金及び私学共済年金の加入者は、   

確定拠出年金（企業型）にも加入できる。  

※国民年金基金の加入員は、確定拠出年金（個人型）にも加入できる。  

※適格退職年金については、平成23年度末までに他の企業年金等に移行。  

※第2号被保険者等は、被用者年金被保険者のことをいう（第2号被保険者のほか、   

65歳以上で老齢又は退職を支給事由とする年金給付の受給権を有する者を含む。）。  

7′038万人  
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5 平成16年改正で導入された仕組みの概要  

（1）保険料水準固定方式  

（注）平成21年2月時点で、厚生年金の保険料率は15・35％、国民年金の保険料月額は14・410円（名目額）0   



（2）社会・経済変動に強い年金制度の構築  

保険料水準と国庫負担を固定すると、年金給付はこの固定した財源の範囲で行うこととな  
調整が必 るため、今後社会・経済情勢が変化していった場合には、給付水準の要となる。平  

成16年改正では年金のスライド率を調整することによって給付水準を調整しつつ、少なくとも  
5年に一度行う財政検証において将来の財政見草しを作成・検証することにより、給付水準  
調整の終了時期を決定することとした。  
この仕組みにより、給付水準は自動的に調整されることから、頻繁に制度改正を繰り返す  

必要のない、社会・経済変動に強し＼、持続的な制度となっている。  

給付水準の自動調整の仕組み  

い4－…－－▲－－一州－－…「  調整後の給付水準  

19   
今後の社会・経済状況により給付水準の調整期間が変動  



財政検証におけるマクロ経済スライド終了年度の見通しの決定の涜れ  

〔STEPl〕国民年金法第十六条のこの規定に基づき、国民年金財政において、財政均衡期間（財政検証を  

行う年からおおむね100年間）の終了時に給付の支給に支障が生じないようにするために必要な積立  

÷・  

〔sTEP2〕STEPlによる将来の基礎年金の水準を踏まえて、厚生年金保険法第三十四条の規定に基づき、  

厚生年金財政において、財政均衡期間の終了時に給付の支給に支障が生じないようにするために  

必要な積立金（注）を保有しつつ均衡が保たれるように、報酬比例部分のマクロ経済スライドの終了年  

度の見通しを決定。これにより、将来の給付水準（所得代替率）の見通しが作成される。  

○したがって、一般的には、基礎年金のスライド調整期間と報酬比例部分のスライド調整期間は必ずしも   

一致するわけではない。  

○平成21年財政検証では、報酬比例部分のスライド調整期間は、基礎年金部分のスライド調整期間よりも   

短くなるという見通しとなった。  

（注）平成21年財政検証においては、財政均衡期間を平成117（2105）年度までとし、「給付の支給に支障が生じないように   
するために必要な積立金」の規模を支出の1年分としている。  20   



（3）給付水準の下限  

t 平成16年改正においては、給付水準の自動調整の仕組みを取り入れたものの、公的年金  
の役割を考えた場合、給付水準が際限なく下がっていくことは問題であり、一定の給付水準  
を確保する必要がある。  
・したがって、標準的な年金額の所得代替率の下限を50％と定め、次回の財政検証までに  
この下限を下回ることが見込まれる場合には、マクロ経済スライドによる年金額の調整を停  
止し、給付と負担の在り方について検討を行い、所要の措置を講じることとしている。  

給付水準の自動調整と給付水準の下限について  

年金を受け取り始める時点での所得代替率の推移  
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（4）年金財政の均衡についての考え方  

・平成16年改正以前においては、将来にわたる全ての期間を考慮に入れて財政の均衡を  

考える方式（永久均衡方式）を取っていた。  
－ しかしながらこの方式においては、予想が極めて困難な遠い将来まで考慮する必要があ  

ることの是非や、また巨額の積立金を保有することとなることについて、議論があったところ。  

・このような状況を受けて、平成16年改正以降は、一定の期間（財政均衡期間）をあらかじ  

め設定し、その財政均衡期間において年金財政の均衡を図る有限均衡方式により財政運  

営を行うこととされた。  

・財政均衡期間については、現在すでに生まれている世代が年金の受給を終えるまでのお  
おむね100年間とされており、今回の財政検証においては、2105年度までの95年間を財政  

均衡期間としている。  

《有限均衡方式のイメージ》  

○ 財政均衡期間の最終年度において、支払準備金程度の保有（給付真の1年分程度）となるよう積立金水準の目標を設定。  

○ 定期的に行う財政検証ごと（例えば5年ごと）に、財政均衡期間を移動させ、常に一定の将来までの給付と負担の均衡を考  
える。  

【財政均衡期間の移動（財政均衡期間が95年間の場合）】  

平成16（2004）年   

財政再計算  

平成21（2009）年   

財政検証  

平成26（2014）年   

財政検証   

平成31（2019）年   

財政検証  

2100年度  2105年度 2110年度 2115年度  2005年度 2010年度 2015年度 2020年度  
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財政検証の位置づけ  

財政検証の結果はその前提に大きく依存するが、それらの前提については、その検証を行う時点において使用  
可能なデータを用い、最善の努力を払って長期的に妥当なものとして設定する必要がある。しかしながら、その結  
果については、時間が経つにつれて新たなデータが蓄積され実績との車離も生じてくる。このために、少なくとも5  

1  

1  ●  
l  

l  

l  

I  

l  

1  

1  

1  

1  1  1  1  

1  

1  1  

1  

1  

1   ●  

事  
I  

l  

1  

1  

I  

l  

ごとに最 新のデータを用いて諸前提を設定し直した上で 現実の軌道を出発点として新たな財政検証を行うことき  

とされている。  

この意味で、今回の財政検証結果は、人口や経済を含めた将来の状況の予測（forecast）というよりも、人口や  
経済等に関して現時点で得られるデータの将来の年金財政への投影（prQjection）という性格のものであることに  

l  

t  

1  l  

‾  

留意が必要。  

l  I  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一－－一一－－－－－－－－一一－－－■‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾－‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

《財政検証のイメージ》  

平成21年  

平成21年  

財政検証  

平成26年  

財政検証  
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（参考試算）  

国民年金積立金の見通し  
（基礎年金国庫負担割合を据え置いた場合の影響）  

（平成21年度価格、兆円）  

24   （注）平成21年財政検証の基本ケースに基づく試算。  




